
１ はじめに

近年の情報通信の普及は、職場環境や仕事の進

め方のみならず、労働者の雇用環境をも大きく変

化させている可能性が指摘されている。欧米では、

１９９０年代以降多くの論文が排出されてきた（欧米

のサーベイ等については石原［１９９９］、清水［１９９８

a］、清水［１９９８b］参照）。日本においても、パ

ソコンを所有するといった積極的な新技術への対

応は、賃金を約２０％上昇させることを指摘してい

る（清水・松浦［１９９９a］参照）。しかし清水・松

浦［１９９９a］では、１９９４年の全国消費実態調査の

個票データを用いており、一定の成果は得ている

ものの、賃金の重要な説明変数であるところの学

歴、就業年数等が得られていない。加えて、パソ

コンを所有していても、どの程度使用しているの

か、誰が使用しているのか等が不明であった。

そこで、郵政研究所では、平成１１年（１９９９年）

１月２２日（回収日２月１日）に無記名回収方式に

よる「所得状況や情報通信利用状況に関するアン

ケート調査」を行い、情報通信の利用状況や、家

族構成、職業、所得等の質問を行った（質問票及

び回答の内容は付録を参照）。このデータを用い

た詳細な回帰分析等は清水・松浦［１９９９b］に譲

るとして、本稿では、簡単な集計、クロス表によ

り、どの程度情報化と賃金、学歴に関係があるの

かを示す。

本稿の目的は清水・松浦［１９９９b］の補助的役

［要約］

本稿は清水・松浦［１９９９b］の補助的役割を担う。

本稿で得られた結論は以下の通りである。第１に、清水・松浦［１９９９b］で用いたアン

ケート回答者１，４４６人は、就業構造基本調査［１９９７］と比較すると、ホワイトカラー（大

卒）に偏った性質を持つ。第２に、１９９９年１月の、情報化の進展度合は、職場でのコン

ピューターの導入は約９２％にものぼり、携帯電話も、家庭でのパソコン普及率も約６割に

のぼることが確認された。携帯電話は労働所得とは正の相関を持たないが、パソコン所有

といった個人の情報化への積極的対応は、労働所得と正の相関関係を持つことを示した。

第３に、日本においても欧米同様、学歴間賃金格差が存在すること、同じ学歴でも大卒の

ほうが高卒よりもパソコン所有による賃金格差が大きいこと、パソコン所有と学歴の間に

正の相関関係があり、そのパソコン所有が賃金に影響を与えるという、清水・松浦［１９９９

b］から得られる結果が導出される可能性を示した。
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情報化と労働所得、学校教育の関係について：
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割を担うことである。

第１の目的は、清水・松浦［１９９９b］で用いた

回答者の性質を探ることにある。具体的には、質

問表及びその集計結果を公開し、アンケートを総

務庁統計局の就業構造調査報告（１９９７年版）と比

較することで、このデータがどのような人々に偏

りのあるデータであるかを調べる。

第２の目的は、１９９９年１月の段階で、情報化は

どの程度進展しているのかを明らかにすることで

ある。特に情報化への各個人の対応と、家庭での

パソコン所有、労働所得の関係に焦点をあてる。

第３に、情報化にはどのような人々が対応して

いるのか、特に労働所得と学歴・パソコン所有と

の関係で、清水・松浦［１９９９b］で紹介できなかっ

た最小二乗法の結果を示す。

本稿の構成は以下の通りである。まず第２節で

は、本アンケートに回答された人々にどのような

偏りがあるのか、賃金との関係も含め、確認する。

第３節では、様々な角度から情報化の進展状況を

調べ、情報化と労働所得、パソコン所有との関係

を探る。第４節では、日本の学歴間賃金格差に関

して注意を促すと共に、労働所得とパソコン所有、

学歴の関係を、最小二乗法で簡単に示す。第５節

を結論とする。

２ アンケートデータの性質：就調との比較

アンケートの母集団のサンプルフレームは、株

式会社流通情報センターによるRJC生活モニター

である１）。モニターの募集方法は株式会社流通情

報センターの全国にまたがる調査員の人達を介し

て、募集要項をもとに「掘り起こし」と「知人・

友人などの紹介」による募集を基本としている。

更に「登録者からの紹介」や「ランダムサンプリ

ングによる調査対象者にモニター参加を呼びかけ

る（募集案内を提示）などの働きかけを、適宜行

い、また地域的に偏在しない一般個人を募るよう

に努めているものである。このモニターは、１９８８

年９月より首都圏で開始し、順次エリアを拡大し

ながら、現在に至っているものである。

この母集団から、「首都圏・関西圏のモニター

登録時有職者かつ世帯主であり２０～５５歳の２人以

上世帯（２，３００人）」を抽出し１９９９年１月２２日に発

送した結果、１９９９年２月１日までに１，７２１人から

回答があった。その中には、母集団のRJC登録時

点に最大１０年の差があることから、１９９９年１月現

在では世帯主ではなくなった者、無職（１，７２１人

中０．５％）となった者が含まれていたため、それ

らを取り除いた。また、雇用者と自営業主では賃

金構造が異なるであろうことから、自営業（１，７２１

人中１０．７％）である者も、取り除いた。常勤

（１，７２１人中８８．１％）、パート（１，７２１人中０．４％）

のうち、世帯主の年間労働所得が０又は無回答の

者、就業年数・パソコン所有年数が年齢と適合し

ない者を取り除いた後、世帯主の年間労働所得

（対数値）が平均（６．４９２）±４標準偏差以上離

れている者を除き、最終的には、１，４４６人の集計

を行った。これが、清水・松浦［１９９９b］で用い

たデータである。

アンケートは、回答者の偏りもあろうことから、

どのような人々に関して本稿、及び清水・松浦

［１９９９b］で分析したのかを確認する作業を行う。

そのための基準としては、就業構造基本調査報告

（総務庁統計局、１９９７年）を用いる（以下「就調」

と呼ぶ）。

２．１ アンケートを、就調の男性雇用者２５歳～５４

歳のデータと比較するに至った理由

アンケートでは、総数（自営業者、無職も含む

１） 最新の詳細は、http：／／www.mmjp.or.jp／rjc／moni.html参照。
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１，７２１人）に対し、雇用者比率が８８．８％であった。

就調では、総数に対する雇用者比率が、８８．０％

（男女全体）、８９．３％（男）なので、雇用者であ

る点については、就調との偏りがないと思われる。

そのため、アンケートで絞りこんだ１，４４６人を、

就調の雇用者データと比較するのが適当であろう

と思われる。

年齢階層については、就調は５歳毎にわけてい

る。アンケートで実際に利用した１，４４６人のうち、

２４歳以下が二人しかいないため、就調の２５歳以上

からと比較する。また就調では、５４歳以下で年齢

階層の区切りがつけられている。そのためアン

ケートを就調の雇用者の、２５歳以上５４歳以下の

データと比較するのが適当であろうと思われる。

性別については、アンケートで実際に利用した

１，４４６人のうち、男性：女性比率は９９：１なのに

対し、就調では、男女総数を取る場合、２５歳から

５４歳においては、男性：女性比率はどの年齢階層

においてもほぼ６：４である。以上より、アン

ケートデータを、就調の雇用者の２５歳以上５４歳以

下の、男性と比較することとする。

なお、就調の２５歳から５４歳の各年齢階層におい

ては、人数がほぼ同じであるが、アンケートでは、

「世帯主」としたため、年齢階層のばらつきが異

なる。そこで就調の２５歳から５４歳の男性雇用者を、

アンケート結果の年齢階層のウエイトに直してか

ら比較することとする２）。

２．２ アンケートと就調との比較

アンケートにおける世帯主の平均年齢は約４０．４

歳（付録の質問票、問１―１参照）、９９．１％が男性

（問１―２）である。

学歴（問１―３）に関しては、アンケートでは、

大卒・院卒者が５７．９％であるのに対し、就調では

３４．５％であることから、高学歴者が対象となって

いることがわかる３）。年齢階層毎に見ても、大

学・大学院卒の各年齢階層でのシェアは、アン

ケートの方が就調よりも高いことから、アンケー

２） ウェイトに関しては、アンケート、就調の人数比を用いている。アンケート、就調の各年齢階層における人数は、２５～２９歳）
（アンケートは２０～２９歳）（ア：８２人、就調：７，０５４人）、３０～３４歳（ア：２６０人、就調：５，６１６人）３５～３９歳（ア：３６５人、就調：
５，４１１人）４０～４４歳（ア：３０５人、就調：５，８５５人）、４５～４９歳（ア：２３９人、就調：７，５４１人）、５０～５４（アンケートは５５歳）（ア：
１９５人、就調：５，８２７人）である。

３） 学歴（問１―３）は、アンケート、就調それぞれ（以下年齢ウェイト調整済）、中卒（ア：３．５％、就調：１１．３％）、高卒（ア：
２８．３％、就調：４６．９％）、短大・高専卒（専門学校を含む）（ア：１０．２％、就調：７．２％）、大卒・院卒（ア：５７．９％、就調：
３４．５％）である。

グラフ１ アンケートのホワイトカラーへの偏り度
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トデータは大学・大学院卒の人に偏ったデータで

あるといえよう（グラフ１の大・院卒就調、大・

院卒ア）。

常勤比率（問２―１）に関しては、アンケート

では９９．４％、就調では９８．２％であり、ほぼ同じで

あるが、アンケートの方が少し常勤比率が高い。

業種（問２―２）に関しては、アンケートでは、

製造業が就調同様約４分の１であり、また金融・

保険が若干多い。ただし、その他の比率がアン

ケートの方が多い４）。

職種（問２―３）に関しては、アンケートでは、

管理職や専門職の比率が各々ほぼ３割と高いこと

から、アンケートデータは、管理職、専門職に就

いている人に偏ったデータであるといえよう。た

だし、就調では、職種の欄に労務作業職やより多

くの選択肢を設けているのに対し、アンケートで

はもともと設けた項がホワイトカラーに偏った選

択肢が大半であったことから、質問の仕方によっ

てそのように導かれてしまった可能性もある（グ

ラフ１の専門職就調、専門職ア）５）。

勤務先の従業員数（問２―４）に関しては、ア

ンケートでは公務員も含まれてしまっている６）。

しかし就調の官公庁職員の１２．５％を１０００人以上規

模に加えても、４２．２％には及ばないことから、こ

のアンケートは、１０００人以上の大企業に約４割が

勤めているという偏りがある（グラフ１の千人以

４） 業種（問２―２）は、製造業（ア：２７．３％、就調：２６．６％）、金融・保険（ア：６．７％、就調：３．３％）、電気・ガス・水道等（ア：
２．８％、就調：１．１％）、商業（御小売）・飲食店（ア：１２．８％、就調：１７．０％）、運輸通信（ア：７．３％、就調：１０．２％）、サービ
ス業（ア：１４．２％、就調：２０．２％）その他（ア：１８．８％、就調：７．７％）であった。

５） 職種（問２―３）は、管理職（ア：３５．５％、就調：４．７％）、専門職（ア：２７．２％、就調：１４．７％）、事務職（ア：１３．６％、就調：
１７．５％）、販売・サービス業（ア：１３．７％、就調：１９．７％）その他（ア：９．７％、就調：４３．４％）である。

６） 勤務先の従業員数（問２―４）は、１～４人（ア：２．５％、就調：５．９％）、５～２９人（ア：１４．０％、就調：２０．４％）３０～９９人（ア：
１４．４％、就調：１４．２％）１００～２９９人（ア：１１．１％、就調：１２．０％）、３００～４９９人（ア：５．８％、就調：５．２％）、５００～９９９人（ア：
８．８％、就調：６．２％）１０００人以上（ア：４２．２％、就調：２３．６％）であった。

７） 当初は、清水・松浦［１９９９a］同様、民間職員のみへの質問であるはずであった。

表１ アンケートの世帯主労働所得階級と、世帯主の年齢階層、学歴の関係
（人）

総 数
年 齢 階 層 学 歴

２０～２９３０～３４３５～３９４０～４４４５～４９５０～５５ 中卒 高卒 短大等卒 大卒 大学院卒

年
間
世
帯
主
労
働
所
得
階
級
（
万
円
）

総 数

―４００

４００―５００

５００―５９９

６００―６９９

７００―７９９

８００―８９９

９００―９９９

１０００―１０９９

１１００―１１９９

１２００―１２９９

１３００―１４９９

１５００―

１，４４６

６０

１５９

２３５

２０８

１９５

１８３

１１３

１１８

４６

５４

４８

２７

８２

２０

３１

２３

５

２

０

１

０

０

０

０

０

２６０

１５

５８

８１

４９

２２

１４

３

６

５

３

３

１

３６５

１３

３７

６７

７５

７２

５２

２０

１４

４

６

４

１

３０５

６

２０

３９

４４

５７

５０

３３

２５

１０

７

７

７

２３９

３

９

１２

２３

３１

３９

２５

４５

８

１８

１７

９

１９５

３

４

１３

１２

１１

２８

３１

２８

１９

２０

１７

９

５１

７

１４

１４

６

５

４

１

０

０

０

０

０

４１０

２３

７０

７８

７１

５３

４６

２２

１５

９

８

９

６

１４７

１３

２２

３２

２６

１７

１５

８

６

３

２

１

２

７７９

１６

５１

１０７

１０４

１１６

１１１

７６

７９

３１

３９

３３

１６

５９

１

２

４

１

４

７

６

１８

３

５

５

３
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上就調、千人以上ア）７）。

勤務先での就業年数（問２―５）は、１５．５２年で

あり、ほぼ平均年齢４０．４歳から学歴（大卒なら２２

年）を引いたものに等しく、ほとんどの人が転職

を経験していないか、していてもかなり初期の段

階であったろうと思われる。

以上より、アンケートでは、常勤で、転職の経

験が少なく、約５割が大卒者、約６割が管理職・

専門職、約４割が１０００人以上の大企業に勤めてい

るという、いわゆるホワイトカラーに偏った人々

のデータであることがわかる。

なお、この世帯の家庭環境については、以下の

通りである。同居家族は約４人（問１―９）、配偶

者（問１―１０）同居している子供（問１―１２）が二

人であり、配偶者はほとんどの場合働いている

（問１―１１）。

世帯主の平均年間労働所得（問５―１）は７５６万

円である８）。年間労働所得が比較的高い世帯が抽

出されている。

その他、世帯主労働所得と、世帯人員、持家率、

年齢との関係を表１、表２に示した。年齢が上昇

すると世帯主の賃金は上昇する。持家率も賃金が

上昇するほど高くなることが分かる。

３ 情報化の進展状況

パソコンの所有・利用状況の推移は、総理府に

よる世論調査（１９９５年、９８年）によると、パソコ

ンを仕事で利用している人は、全体で１６．１％（９０

年）、２１．２％（９５年）、２７．８％（９８年）であり、上

昇傾向にある（グラフ２参照）。特に、管理・専

門技術・事務職では、５５．８％（９５年）、６９．４％（９８

年）であり、全体よりもかなり高い数値である。

全国消費実態調査によると、家庭でパソコンを所

有している人は、全世帯で５．８％（８４年）、１２．４％

表２ 世帯主労働所得階級と他の関係

世帯主年間収入

（万円）

総年間収入

（万円）
持家率

世帯主平均年齢

（歳）
世帯人員（人）

幼児・学生人員

（人）

年
間
世
帯
主
労
働
所
得
階
級
（
万
円
）

総 数

―４００

４００―５００

５００―５９９

６００―６９９

７００―７９９

８００―８９９

９００―９９９

１０００―１０９９

１１００―１１９９

１２００―１２９９

１３００―１４９９

１５００―

７５６

３１４

４４４

５３６

６３１

７３３

８２７

９３１

１，０１５

１，１１５

１，２１３

１，３５５

１，６９９

７２８

３４０

４４５

５５０

６１９

７１３

８５０

８７０

９１２

１，０５５

１，１０１

１，２１９

１，３９９

０．６６５

０．３１７

０．５０９

０．５７４

０．５８７

０．６８７

０．７７０

０．７９６

０．８３１

０．７３９

０．８５２

０．８５４

０．７７８

４０．４

３４．３５

３４．７０

３６．４６

３８．６１

４０．５３

４２．６１

４４．８７

４５．２６

４５．８３

４６．２８

４６．４０

４６．７０

３．９５

３．６０

３．８９

３．９１

３．９２

４．０４

３．９７

３．９９

４．１７

４．０２

３．９１

４．０２

３．９６

１．６７

１．３８

１．６３

１．６６

１．６８

１．７６

１．６９

１．７９

１．７７

１．７２

１．５０

１．５２

１．６７

８） 世帯主の平均年間労働所得（問５―１）は、４００万円未満（ア：４．１％、就調：２６．３％）、４００～４９９万円（ア：１９．０％、就調：１１．０％）、
５００～６９９万円（ア：２９．３％、就調：３０．６％）、７００～９９９万円（ア：１８．７％、就調：３４．０％）、１，０００～１，４９９万円（ア：５．６％、就
調：１８．４％）１，５００万円以上（ア：１．１％、就調：１．９％）であった。
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仕事で利用（世論調査全体）�
所有（全消全世帯）�
アンケート（所有）�

仕事で利用（管理職等）�
所有（民間職員）�

84 98（99）� 年�95（94）�90（89）�

（８９年）、１６．８％（９４年）となり、上昇している

ものの、世論調査における、仕事で利用している

比率よりは低い。民間職員に限ると、パソコン所

有世帯は２０．９％（９４年）となり、よりホワイトカ

ラーに近い人々の間では、全体よりも高い比率で

所有が進んでいる。今回のアンケート（９９年）で

は、所有している人が５６．３％にも昇ることから、

急速な情報化の進展が、特にホワイトカラーにお

いて生じていることがわかる。

なお、以下の％の数字は、全体１，４４６人に対す

る比率である。

３．１ 携帯電話利用状況（問４―１）：

携帯電話を利用している人は、６６．３％にのぼる

（質問表参照）。職場でパソコンを使用している

人（問４―２、７６．７％）よりも少ないが、家庭で

パソコンを使用している人（問４―４、５６．３％）

よりも多い数字である。

平均労働所得に関しては、携帯電話を仕事に使

用している人の方が、私用に使用している人より

も平均労働所得は高い９）。全く使用していない人

の平均労働所得の方が、携帯電話を使用している

人全体よりも高い。このことから、携帯電話は、

仕事に用いられ、それが労働所得を上昇させると

いった関係はなさそうである。

各労働所得階層別の携帯電話使用率も、所得階

層が上昇するほど若干低下する程度で、ここでも

労働所得と携帯電話の関係はなさそうである（グ

ラフ３のtel）。

パソコン所有割合に関しては、携帯電話を仕事

で使用している人の方が私用で使用している人よ

りも所有割合が高く、使用している人の方が、全

く使用していない人よりも高い１０）。このことから、

携帯電話を使用し、特に仕事に使用している人は、

パソコンといった情報器機に対する関心も高いこ

とを示していると思われる。

９） 平均労働所得は、携帯電話使用している人全体７５０万円（仕事で使用７８８万円、仕事と私用７２９万円、私用７２９万円）、全く使用し
ていない７６８万円である。

１０） パソコン所有割合は、形態電話を使用全体５７．７％（仕事で使用５９．６％、仕事及び私用５７．８％、私用５４．９％）、全く使用していな
い人５３．５％である。

グラフ２ 情報化進展（パソコン所有・使用）の推移

７１ 郵政研究所月報 １９９９．１２



３．２ 職場での導入（問４―２）：

職場でのパソコン導入率は、９１．９％にも昇る。

しかし職場でほぼ毎日使用が５７．２％、たまに使用

が１９．５％である反面、職場には導入されているが、

全く使用していないが１５．３％にも昇り（質問表参

照）、情報化に対応できない人も無視できないだ

け存在することがわかる。

平均労働所得は、職場にある人が７７４万円なの

に対し、全体は７５６万円である。また労働所得階

層が高い程、職場でのパソコン導入比率が高い。

各労働所得階層別の職場でのパソコン導入率も、

所得階層が上昇するほど上昇している（グラフ３

のpcw）。これらは、職場導入と労働所得は正の

相関関係があることを示している。実際表３の

pcwe（職場に導入されていて（pcw）、かつ勤め

先で毎日使用している者、ケース�４）は、労働所

得に対し有意に正である（表３については、第４．２

節で後述）。

しかしこの場合、労働者が職場でパソコンを使

用するようになったから労働生産性が上昇し各個

人の労働所得が上昇したのか、それとも、企業が

比較的金銭的に余裕があるため労働者に高い労働

所得を支払えまたパソコンを導入することができ

るのか、両方の可能性がある。清水・松浦［１９９９

b］では、両方の可能性が否定され、パソコンの

職場での導入と労働所得は、みせかけの相関にす

ぎないことを示している。

パソコン所有割合に関しては、職場にある人が

５８．６％であり、わずかではあるが、全体の５６．３％

というパソコン所有割合よりも高い。このことは、

職場導入と家庭でのパソコン所有に正の相関関係

があることを示す。この解釈としては、職場にあ

ることと所得は無関係であることから、所得が高

いから所有しやすくなるのではなく、職場にある

ことはパソコンに対する精神的ハードル（コスト）

を低くすると思われる。

３．３ 職場でのパソコンの使用目的（問４―３）：

職場でのパソコンの使用目的は、ほぼ半分の人

がワープロ、表計算に用いている。その他の使用

目的については、インターネット、業務用、デー

タべーースがそれぞれ約３０％である（質問表参照）。

平均労働所得は、各使用目的に回答した人は、

職場に導入されている人の中でも全体的に高い１１）。

ただし各使用目的の中で、業務用が低い。業務用

とは、単純な打ち込み作業も含まれるからかもし

れない。また、ワープロやインターネットに使用

するよりは、表計算やデータベース、グラフィッ

クに用いる方がハードユーザーであろうと思われ

るが、むしろ表計算やデータベース、グラフィッ

クに使用する方が所得が低かった。これは、ハー

ドユーザーと所得との相関関係があまりないか、

むしろ負の関係にある可能性が高い。実際、労働

白書［１９９７］では、情報通信関連の職種の賃金は

平均よりも低いという結果を報告している。

パソコン所有割合に関しても１２）、各使用目的に

回答した人は、職場に導入されている人の中でも

全体的に若干ではあるが高い。その中では、業務

用が低いのは、業務用が単純作業ならば、家庭で

パソコンを所有してまで仕事をしようとは思わな

いからであろう。しかし、全体的には、使用目的

と、パソコン所有割合とはあまり関係がなさそう

である。

１１） 平均労働所得は、職場でパソコン導入されている人全体７７４万円（ワープロ８２８万円、表計算８１３万円、データベース８２８万円、
グラフィック８１９万円、プレゼンテーション８６７万円、業務用７８２万円、インターネット８５７万円、その他８１４万円）、全体７５６万円
である。

１２） パソコン所有割合は、職場導入５８．６％（ワープロ６９．０％、表計算７１．１％、データベース６８．３％、グラフィック７６．４％、プレゼ
ンテーション８１．２％、業務用６３．９％、インターネット７３．６％、その他６９．９％）、全体５６．３％である。
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３．４ 家庭での使用状況（問４―４）及び利用目

的（４―６）：

家庭での使用状況は、所有している人が５６．３％

にも昇り、ほぼ毎日使用しているが１４．９％、たま

に使用が３１．９％である一方、家庭にはあるが全く

使っていない人も９．５％存在することから、所有

していても不向きであった人の存在もかなり多い

ことがわかる（質問表参照）。

実際の利用目的としては、主に仕事のためが

１１．６％、仕事と趣味・娯楽・家庭のために使用が

１５．３％、主に趣味のためが２０．３％であることから

所有していても、必ずしも仕事に使っているわけ

ではないことがわかる。

平均労働所得に関しては、パソコン所有者は非

所有者よりも労働所得が高い１３）。また労働所得階

層が高い程、パソコン所有割合が高い（グラフ３

のpch）。これらは、パソコン所有と労働所得は

正の相関関係があることを示している。実際、表

３のpch（ケース�１）では正の相関関係が示され

ている（表３については第４．２節で後述）。職場で

の導入と労働所得が見せかけの相関であったのに

対し、パソコン所有（pch）と労働所得は、清水・

松浦［１９９９b］において所得が高いから所有する

のではなく、所有するから所得が高くなるという

結果を得ている。

平均労働所得に関する家庭での使用状況別は、

所有者でも毎日使用している方が、全く使用して

いないよりも賃金が高い１４）。また労働所得階層が

高い程、パソコンを所有し、毎日またはたまに使

用する割合が高い（グラフ３のpche）これらは、

パソコンを積極的に利用することと労働所得は正

の相関があることを示している。実際、表３の

pche（ケース�２）では正の相関関係が示されて

いる（表３については第４．２節で後述）。

平均労働所得に関する家庭での利用目的別は、

仕事に使用している者の方が、娯楽等にのみ使用

しているよりも賃金が高い１５）。また労働所得階層

が高い程、パソコンを所有し、仕事又は、仕事と

趣味に使用割合が高い（グラフ３のpchw）。これ

らは、パソコンを積極的に仕事に利用することと

労働所得は正の相関があることを示している。実

際、表３のpchw（ケース�３）では正の相関関係

が示されている（表３については第４．２節で後述）。

pche、pchwと労働所得の関係は、清水・松浦

［１９９９b］において、パソコン所有（pch）と労

働所得の関係同様、所得が高いから所有し使用す

るのではなく、所有し使用するから所得が高くな

るという結果を得ている。しかし、賃金関数にお

けるそれらの係数がpchとほぼ同じであることか

ら、必ずしもハードユーザーでなくてもよく、と

にかく、使ってみようという姿勢が大切であると

いう結果を得ている。

３．５ 家庭でパソコンを使い始めた時期（問４―

５）：

家庭で使用し始めた時期（回答率４８．０％）に関

しては、９５年の１１月にWindows９５が発売され、

その前後から急速に普及していく経緯が見られ

る１６）。このアンケートの回収が９９年の２月１日で

あるから、９８・９９年の８．３６％は、最近の普及の早

さを物語っている。なお、８５年の一次的上昇は、

NECの９８パソコンが生まれ、１６ビットのパソコ

１３） 労働所得は、パソコン所有者８１３万円、非所有者６８３万円、全体７５６万円である。
１４） 労働所得は、パソコン所有者８１３万円（毎日使用８１６万円、たまに使用８１９万円、所有しているが全く使用せず７８４万円）、非所有
者は６８３万円である。

１５） 労働所得は、パソコン所有者８１３万円（仕事に使用８５８万円（主に仕事に使用８７１万円、仕事と趣味に使用８４９万円）、娯楽等にの
み使用７６８万円））、非所有者は６８３万円である。

１６） 家庭で使用し始めた時期（回答率４８．０％）が、１９８０・８１年１．４５％、８２・８３年１．１７％、８４・８５年２．７０％、８６・８７年１．８０％、８８・
８９年２．９７％、９０・９１年３．３２％、９２・９３年６．０１％、９４・９５年８．０９％、９６・９７年１２．１６％、９８・９９年８．３６％である。
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ンが発売されはじめた時期と重なる。

平均労働所得は、使用開始年が早い階層の方が

高い傾向が見られる１７）。また労働所得階層が高く

なると、家庭での使用年数は、平均よりも長い場

合が多い１８）。これらは、労働所得と使用年数に正

の相関関係があることを示している。この解釈と

しては、ハードユーザーであるから早くから使用

を開始するのか、それとも、所得が高いため早い

時期から（かつては）高級品であったパソコンを

所有するようになるのか、わからない。使用年数

が長いことをハードユーザーと解釈するならば、

ハードユーザーであるほど賃金が高いように思わ

れる。しかし、清水・松浦［１９９９b］では、ハー

ドユーザーであることは賃金に影響を与えず、と

にかく所有してみようという気持ちが大切という

結果が得られた（清水・松浦［１９９９b］の表２の

ケース�１とケース�２・�３の比較）。また、第３．３

節「職場でのパソコン使用目的」で、ハードユー

ザーと所得との相関関係があまりないか、むしろ

負の関係にある可能性が高いという結果を得てい

る。このことから、使用開始年数が長いことは、

ハードユーザーであることを示すというよりはむ

しろ、所得が高いために早い時期から（かつては）

高級品であったパソコンを所有するようになった

ということを示すと考えられる。

３．６ 子供の使用状況（問４―７）：

子供は、ほぼ毎日使用しているが６．７％、たま

に使用が２８％、全く使用していないが１６．６％であ

る。これらの数字は、子供は意外に使用していな

いことを示す。

以上、情報化に対応する形態としては、携帯電

話を使用したり、インターネットを使用したり、

職場で導入されるという形態や、家でパソコンを

所有する等、様々ある。しかし、携帯電話やイン

ターネットという形態は、仮に仕事で使用してい

ても労働所得と正の相関を持たない。職場での導

入と労働所得は、一見正の相関関係があるものの、

１７） 労働所得は、使用開始年１９８０・８１年８３２万円、８２・８３年７５８万円、８４・８５年９２２万円、８６・８７年８０４万円、８８・８９年８３８万円、９０・
９１年９００万円、９２・９３年８５２万円、９４・９５年８６８万円、９６・９７年７８４万円、９８・９９年７４１万円である。

１８） 所有者における平均所有年数は、３．２７年、労働所得階層（単位：百万円）毎に、４００以下１．５１年４００―５００：１．４７年、５００―５９９：２．１７
年、６００―６９９：３．５１年、７００―７９９：３．２２年、８００―８９９：４．４９年、９００―９９９：３．０３年、１０００―１０９９：４．８７年、１１００―１１９９：４．４６年、
１２００―１２９９：５．３７年、１３００―１４９９：５．５８年、１５００以上４．６４年である。

グラフ３ 世帯主の労働所得階層別情報化進展度（％）

７４郵政研究所月報 １９９９．１２
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清水・松浦［１９９９b］より、みせかけの相関であ

る。一方、パソコンを所有する形態での情報化へ

の対応は、賃金と正の相関関係を持つ。その使用

状況は、必ずしもハードユーザーでなくてもよい

が、努力してみようという、姿勢が大切に思われ

る。

４ 労働所得と情報化、そして学校教育

欧米では、８０年代以降、学歴間の賃金格差が拡

大している。その原因の一つとしてSkill Biased

Technological Changeが挙げられている。情報化

といった技術革新が生じ、それが高い学校教育を

受けている人への需要を促し、学歴間の賃金格差

を生んでいるというものである。

４．１ 日本の学歴間賃金格差

日本でも８０年代及び９０年代初めにおいて、大卒

高卒の賃金格差が、若年層で広がりつつあること

を指摘している（玄田［１９９４］）。９０年代において

も、学歴間賃金格差が起きており、しかも一部の

世代だけではない可能性が高い。というのも、労

働所得階層毎に大卒（院卒も含む）と高卒のシェ

アを見ると、就調の１９９２年に比べ、１９９７年の方が、

労働所得階層が高くなるほど、大卒率が高くなる

度合、高卒率が低くなる度合が大きい（グラフ４）。

９０年代はほとんど物価が上昇しなかったことを考

えると、学歴間賃金格差が拡大している可能性が

ある。また新しい世代ほど大卒率が高くなること

は否定できないであろうが、もしかつては高卒で

あったような人が大卒になっていたとしたら、む

しろ格差は縮小傾向になるはずであるのが、格差

が拡大傾向にあるのである。また、アンケートで

も、就調同様、労働所得階層が高い程大卒率が高

く、高卒率が低く、その度合が９７年の就調よりも

さらに大きくなっている。就調と継続的に読むこ

とは多少の問題はあるが、アンケートは１９９９年の

結果であるから、１９９７年以降もさらに学歴間賃金

格差が拡大している可能性を指摘できる１９）。

４．２ 学歴間格差とパソコン所有等情報化への対

応

日本でも学歴間賃金格差が存在し、賃金格差が

１９） 平均労働所得は、中卒５４６万円、高卒６８２万円、専門学校・短大・高専卒６５４万円、大卒８１１万円、院卒９７３万円であった。

グラフ４ 労働所得階層と、アンケート、就調９７年、９２年の学歴別シェア

７５ 郵政研究所月報 １９９９．１２



表３ 最少二乗法による推計

PCなし ケース�１ ケース�２ ケース�３ ケース�４ ケース�５

変数 lnW lnW lnW lnW lnW lnW

PC：pch

pche

pchw

pcwe

pchewe

edu

age

dage１

female

part

wkyr

kanri

senmon

mfirm

lfirm

xlfirm

manufa

finsu

chldnmbr

定 数

０．０２６＊＊＊

（７．７４）

１０．０５２＊＊＊

（４．９８）

－０．０４４＊＊＊

（－３．５２）

－０．２５５＊＊＊

（－３．３０）

－０．５００＊＊＊

（－３．９９）

０．００７＊＊＊

（６．５０）

０．１８７＊＊＊

（１０．７７）

０．０７９＊＊＊

（４．５７）

０．０５１＊＊＊

（２．５０）

０．１３９＊＊＊

（４．８７）

０．２０５＊＊＊

（９．５２）

－０．０４３＊＊＊

（－２．７７）

０．１７１＊＊＊

（６．０３）

０．０１０

（１．２７）

４．４４６＊＊＊

（２１．８８）

０．０７４＊＊＊

（５．２９）

０．０２３＊＊＊

（６．７０）

０．０５２＊＊＊

（５．０６）

－０．０４６＊＊＊

（－３．６５）

－０．２５７＊＊＊

（－３．３５）

－０．５０８＊＊＊

（－４．０９）

０．００７＊＊＊

（６．７９）

０．１８５＊＊＊

（１０．７３）

０．０７３＊＊＊

（４．２３）

０．０５０＊＊＊

（２．４６）

０．１３４＊＊＊

（４．７２）

０．１９６＊＊＊

（９．１６）

－０．０４６＊＊＊

（－２．９６）

０．１６６＊＊＊

（５．９０）

０．０１１

（１．３４）

４．４６３＊＊＊

（２２．１７）

０．０８０＊＊＊

（５．７１）

０．０２２＊＊＊

（６．４１）

０．０５０＊＊＊

（４．８４）

－０．０４２＊＊＊

（－３．３５）

－０．２５３＊＊＊

（－３．３１）

－０．５０８＊＊＊

（－４．１０）

０．００７＊＊＊

（６．６１）

０．１８１＊＊＊

（１０．４９）

０．０７１＊＊＊

（４．１１）

０．０４７＊＊＊

（２．３３）

０．１３１＊＊＊

（４．６４）

０．１９５＊＊＊

（９．１３）

－０．０４６＊＊＊

（－２．９８）

０．１６７＊＊＊

（５．９３）

０．０１２

（１．４５）

４．５１５＊＊＊

（２２．４２）

０．０８８＊＊＊

（５．６７）

０．０２３＊＊＊

（６．６８）

０．０４７＊＊＊

（４．５６）

－０．０３９＊＊＊

（－３．０８）

－０．２５６＊＊＊

（－３．３５）

－０．５０２＊＊＊

（－４．０５）

０．００７＊＊＊

（６．４３）

０．１７８＊＊＊

（１０．３０）

０．０７５＊＊＊

（４．３７）

０．０４９＊＊＊

（２．４４）

０．１３６＊＊＊

（４．８１）

０．２０３＊＊＊

（９．５２）

－０．０４６＊＊＊

（－２．９６）

０．１６９＊＊＊

（６．０１）

０．０１２

（１．５０）

４．５７３＊＊＊

（２２．６１）

０．１１５＊＊＊

（７．６７）

０．０１９＊＊＊

（５．６１）

０．０４８＊＊＊

（４．７２）

０．０４０＊＊＊

（－３．１９）

－０．２９４＊＊＊

（－３．８８）

－０．４８７＊＊＊

（－３．９６）

０．００７＊＊＊

（６．７５）

０．１７４＊＊＊

（１０．１３）

０．０７１＊＊＊

（４．１５）

０．０３７＊＊＊

（１．８６）

０．１１５＊＊＊

（４．０８）

０．１６８＊＊＊

（７．７８）

－０．０５２＊＊＊

（－３．３５）

０．１６６＊＊＊

（５．９７）

０．０１１

（１．３３）

４．５７６＊＊＊

（２２．８９）

０．０９９＊＊＊

（６．６３）

０．０２１＊＊＊

（６．１０）

０．０４８＊＊＊

（４．７１）

－０．０４０＊＊＊

（－３．２０）

－０．２５４＊＊＊

（－３．３４）

－０．５２３＊＊＊

（－４．２４）

０．００７＊＊＊

（６．７９）

０．１７５＊＊＊

（１０．１９）

０．０６９＊＊＊

（４．０４）

０．０４５＊＊＊

（２．２４）

０．１２３＊＊＊

（４．３４）

０．１８６＊＊＊

（８．６９）

－０．０５０＊＊＊

（－３．２３）

０．１６５＊＊＊

（５．９１）

０．０１２

（１．５１）

４．５６４＊＊＊

（２２．７１）

F（１５，１４３０）

修正R２乗

１１０．９＊＊＊

０．５１６

１０７．４＊＊＊

０．５２５

１０８．０＊＊＊

０．５２６

１０７．９＊＊＊

０．５２６

１１１．６＊＊＊

０．５３５

１０９．６＊＊＊

０．５３０

（注１） カッコ内はt値である。＊＊＊は１％水準、＊＊は５％水準、＊は１０％水準で有意である。

（注２） サンプル数は１４４６である。
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労働所得�

d

c
a

パソコン所有� 学校教育�
b

近年広がりつつあるのであれば、情報化が何かし

ら影響を与えているのではないか。情報化は日本

でも生じていることであるのだから、日本の労働

市場の賃金に影響を与えている可能性がある（日

本の労働市場の雇用に関する影響は櫻井［１９９９］

参照）。実際、３．４節で見たように、情報化、特

にパソコン所有と労働所得は正の相関がありそう

である。

そこでKrueger［１９９３］にならい、世帯主の労

働所得（対数値）１nWを被説明変数として、学

歴edu、パソコン所有等変数PCダミー、即ちパソ

コン所有（pch（表３ケース�１、グラフ３のpch

に対応））、家で毎日、またはたまに使用（pche

（表３ケース�２、グラフ３のpcheに対応））、家

で仕事、または仕事か趣味に利用（pchw（表３

ケース�３、グラフ３のpchwに対応））、職場で毎

日利用（pcwe（表３ケース�４、グラフ３のpcw

のうちの毎日利用に対応））、職場で毎日かつ家で

毎日（pchewe（表３ケース�５、pchとpcweの交

差項））等を説明変数とし、最小二乗法による推

計を行った。結果は表３の通りである。各説明変

数に関する説明、及び解釈の詳細は、清水・松浦

［１９９９b］を参照されたい。

まず、各PCダミーのいずれもが、有意に正で

あった。このことは、情報化への対応と賃金に正

の相関関係があることを示す。また学校教育歴

（edu）がいずれも有意に正であったことから、

学校教育もまた賃金と正の相関関係があることを

示す。

加えて、学校教育からの収益率（学校教育年数

eduの係数）は、各PCダミーを入れることにより

低下していることから、PCは教育の収益率を押

し上げる可能性がある。このことは、学校教育と

パソコン所有の正の相関関係がある可能性を示し

ている。

実際、学歴とパソコン所有との関係をみると、

中卒で３１．４％、高卒で４１．５％、専門学校・短大・

高専卒で５６．５％、大卒で６３．７％、院卒で８３．１％で

あり、学歴が高いほどパソコン所有率が上昇して

いる。このことは、教育歴が高いとパソコンと

いった新しい自己投資財への対応が、精神的ハー

ドル（コスト）が低くなるか、または学歴が高い

ことが高い所得を生み出し、それによりパソコン

を購入することが容易になり、それが学歴間賃金

格差を産み出している可能性がある。学歴とパソ

コン所有は正の相関がありそうである。

つまり、学歴、労働所得、パソコン所有の３者

には何等かの関係がありそうなのである（図１参

照）。ただし、学歴は先決であるから、a学歴がパ

ソコン所有に影響を与えたり、b学歴が労働所得

に影響を与えることはあっても、逆方向の因果関

係はない。清水・松浦［１９９９b］では、aの関係

は成立するが、bの関係は成立しないことを示し

ている。さらに、cパソコンを所有するから所得

が高くなるのか、それとも、d所得が高いからパ

ソコンを所有するようになるのかについては、d

が成立せず、cの関係があるという結果を示して

いる。a、dが成立せず、b、cが成立することか

図１ 清水・松浦［１９９９b］で考察された関係

７７ 郵政研究所月報 １９９９．１２
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ら、教育歴が高いと所得が高くなり、パソコンを

購入することが容易になるという関係ではなく、

教育歴が高いと、パソコンを購入するといった情

報化への対応の精神的ハードル（コスト）が低く

なったり、情報化に対応すると労働所得が高くな

るということを逸早くかぎわける能力が身に付き、

パソコンを購入するようになり、パソコンを購入

すると、労働所得が高くなるという関係が成立す

る。

ただし、bの学校教育とパソコン所有の関係に

ついては、両方に影響を与えるような本源的性質

があって、それが両者の正の相関関係を生み出し

ている可能性があること、またcについても、パ

ソコン所有には職場で導入されているからパソコ

ンを所有するようになったという部分はコント

ロールされてはいるが、その他の何か見えない本

源的性質があって、パソコン所有と労働所得が正

の相関関係を生み出している可能性についても否

定できない。つまりパソコン所有、学歴はそれぞ

れ何か本源的性質のシグナルとなっている可能性

は否定できない。この点の詳細についても、清

水・松浦［１９９９b］を参照されたい。

最後に、大卒者全体、大卒でパソコンを所有す

る者、大卒でパソコンを所有しない者、高卒でパ

ソコンを所有する者と所有しない者の平均労働所

得を、年齢も労働所得に影響を与えることに注意

するため各年齢階層毎に、プロットした（グラフ

５）。

ここでも大卒と高卒の間では、賃金格差が見ら

れることはいうまでもないが、各学歴の中でもパ

ソコンを所有している人は平均よりも労働所得が

高く、所有していない人は、労働所得が低いこと

に注意されたい。加えてパソコン所有による賃金

格差は、大卒の方が、高卒よりも大きいのである。

このことは、大卒であると、より賃金を高めよう

とパソコンを所有するようになるインセンティブ

が働く可能性があり、それにより学校教育とパソ

コン所有に正の相関関係をもたらす可能性がある。

学校教育を受けると、より賃金を高めようとパ

ソコンを所有するようにインセンティブが働くの

か、あるいは、パソコンへのアクセスが容易にな

るのかはわからないが、いずれにせよ、パソコン

所有と学歴の間に正の相関関係があり、そのパソ

コン所有が賃金に影響を与えるという可能性があ

る。この関係こそが、清水・松浦［１９９９b］にお

いて、実際に確認されたことなのである。

グラフ５ 年齢階層別、学歴間賃金格差とPC所有
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５ 結 論

本稿の目的は清水・松浦［１９９９b］の補助的役

割を担うことであった。

本稿で得られた結論は以下の通りである。第１

に、清水・松浦［１９９９b］でも用いたアンケート

回答者１，４４６人は、就調と比較すると、大卒、大

企業の従業員、管理職・専門職に従事といった、

ホワイトカラーに偏った性質を持つ（グラフ１）。

これは特にホワイトカラーでの情報化の進展が進

んだ昨今（グラフ２）、情報化と賃金との関係を

調べるには有益なサンプルである。

第２に、１９９９年１月の段階で、情報化の進展度

合、特に情報化への各個人の対応と、家庭でのパ

ソコン所有、労働所得の関係を第３節で示した

（グラフ３）。職場でのコンピューターの導入は

約９２％にものぼり、携帯電話も、家庭でのパソコ

ン普及率も約６割にのぼることが確認された。

第３に、日本における学歴間賃金格差が９０年代

に増大していること（グラフ４）、賃金に対し、

学歴、及びパソコン所有が影響を与える可能性を

示した（表３）。その時、学校教育の収益率がパ

ソコン所有により影響を受けている可能性も示さ

れた。このことは、学校教育とパソコン所有の正

の相関関係がある可能性を示している。実際、学

歴が高いほどパソコン所有率が上昇している。こ

のことは、教育歴が高いとパソコンといった新し

い自己投資財への対応が容易になり、それが学歴

間賃金格差を産み出しているのかもしれない。

また、同じ学歴でも、大卒のほうが高卒よりも

パソコン所有による賃金格差が大きいことが示さ

れた（グラフ５）。このことは、大卒であると、

より賃金を高めようとパソコンを所有するように

なるインセンティブが働く可能性がある。

いずれにせよパソコン所有と学歴の間に正の相

関関係があり、そのパソコン所有が賃金に影響を

与えるという、清水・松浦［１９９９b］から得られ

る結果を示唆している。

以上をもって、清水・松浦［１９９９b］の予備的

考察とする。
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付録 アンケート調査結果

所得状況や情報通信利用状況に関するアンケート調査

（注） 括弧内の数値は、２節で説明した１，４４６人中の回答比率％である（小数第２位を四捨五入した

ことや、一部設問で無回答者を表記していないため、単数回答項目について、その構成比の合計

は必ずしも１００とならない。）。

問１ 世帯主の方について

世帯主（名目上の世帯主ではなく、家庭の主たる収入を得ている方、以降同様）ご自身についてお答

えください。

問１―１ 今年（平成１１年）１月１日現在のご年齢（具体的に記入） （ ）歳

平均４０．４ 分散７．３ 最小値２４ 最大値５５

問１―２ 性別（あてはまるもの１つに○） １．男（９９．１） ２．女（０．９）

問１―３ 最終学歴についてお聞かせ下さい。（あてはまるもの１つに○）

１．中学校卒業（３．５） ２．高等学校卒業（２８．３） ３．専門学校卒業（７．１） ４．短大卒業（１．４）

５．高等専門学校卒業（１．７） ６．大学卒業（５３．８） ７．大学院（修士・博士）修了（４．１）

問２ お仕事について

世帯主の方のお仕事について伺います。

問２―１ 現在の就労形態はどのようなものですか。（あてはまるもの１つに○）

１．常勤（９９．４） ２．パート（０．３） ３．自営業（０．００） ４．無職（０．００）

→問３へ進む

問２―２ 勤務先の業種についてお聞かせ下さい。（あてはまるもの１つに○）

１．製造業（２７．３） ２．商業（卸小売）（１１．７） ３．運輸通信（７．３） ４．飲食店（１．１）

５．金融・保険（６．７） ６．不動産・建設（９．７） ７．電気・ガス・水道等（２．８）

８．サ―ビス業（１４．２） ９．その他（１８．８）

問２―３ 職種についてお聞かせ下さい。（あてはまるもの１つに○）

１．管理職（３５．５） ２．専門技術職・教員（２７．２） ３．事務職（１３．６）

４．販売・サービス職（１３．７） ５．その他（９．７）
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問２―４ 勤務先の従業員数についてお聞かせ下さい。（あてはまるもの１つに○）

１．１～４人 （２．５） ２．５～２９人（１４．０） ３．３０～９９人（１４．４） ４．１００～２９９人（１１．１）

５．３００～４９９人（５．８） ６．５００～９９９人（８．８） ７．１０００人～（４２．２）

問２―５ 現在の勤務先にはいつからお勤めですか。（具体的に記入）

（昭和・平成 ）年から勤めている（勤続年数平均１５．５２ 分散８．８４ 最小値０ 最大値３９）

問３ ご家族について

ご家族について伺います。

問３―１ 現在同居しているご家族はご自身も含めて全部で何人いらっしゃいますか。（具体的に記入）

（ ）人（３．９５人 分散１．０３ 最小値２ 最大値９）

問３―２ 現在配偶者はいらっしゃいますか。（あてはまるもの１つに○）

１．いる （９９．３） ２．いない（０．７）

→問３―４へ進む

問３―３ 配偶者の方は働いていらっしゃいますか。（あてはまるもの１つに○）

１．常勤で働いている（７．５） ２．パート（自宅作業も含む）で働いている（３４．３）

３．自営で働いている（１．３） ４．働いていない （５５．９）

問３―４ 現在同居しているお子さまはいらっしゃいますか。（あてはまるもの１つに○）

１．いる（９１．６） ２．いない（０．４）

→問４へ進む

問４ 情報通信のご利用について

世帯主の方の「お勤め先」及び「ご家庭」における携帯電話やパソコンの利用、お子様の「ご家庭」

におけるパソコンの利用について伺います。

→いらっしゃる場合、お子様があてはまる欄に人数を記入してください。

（括弧内は平均値） 男 女

就学前 （０．６６人） （０．３４）人 （０．３２）人

小学生、中学生 （０．７４人） （０．３９）人 （０．３４）人

高校・専門学校、高等専門学校生 （０．１６人） （０．０９）人 （０．０７）人

短大生、大学生、大学院生 （０．１２人） （０．０６）人 （０．０４）人

その他各種学校生 （０．２８人） （０．０１）人 （０．００）人

社会人 （０．０９人） （０．０３）人 （０．０６）人

８１ 郵政研究所月報 １９９９．１２
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問４―１ 現在ご自身は携帯電話を使っていらっしゃいますか。（あてはまるもの１つに○）

１．主に仕事で使っている （２３．１） ２．主に私用で使っている（１７．５）

３．仕事と私用で使っている（２５．７） ４．使っていない （３３．７）

問４―２ （お勤めの場合）お勤め先でご自身はパソコンを使っていらっしゃいますか。

（あてはまるもの１つに○）

１．ほぼ毎日使っている（５７．２） ２．たまに使っている（１９．５）

３．（職場には導入されているが）全く使っていない （１５．３） →問４―４へ進む

４．（職場には導入されていないため）全く使っていない（７．５）

問４―３ （お勤めの場合）お勤め先でご自身はパソコンをどのような目的に使っていらっしゃいますか。

（あてはまるもの全てに○）

１．ワープロ（５３．０） ２．表計算（Excel等）（４８．２） ３．データベース（３２．３）

４．グラフィック（８．８） ５．プレゼンテーション（１５．４） ６．業務用（３５．５）

７．通信・インターネット（３５．９） ８．その他（５．７）

問４―４ ご家庭でご自身はパソコンを使っていらっしゃいますか。（あてはまるもの１つに○）

１．ほぼ毎日使っている（１４．９）２．たまに使っている（３１．９）

３．（家庭にはあるが）全く使っていない （９．５） →３へ進む

４．（家庭にはないため）全く使っていない（４３．７） →問５へ進む

問４―５ ご家庭でご自身がパソコンを使い始めたのはいつごろからですか。（具体的に記入）

（昭和・平成 ）年から使い始めている（使用年数平均３２．７ 分散４．８ 最小値０ 最大値 ２９）

問４―６ ご家庭でご自身はパソコンをどのような目的でお使いですか。（もっとも近いもの１つに○）

１．主に仕事（勤務先の仕事、それ以外の仕事）のために使っている（１１．６）

２．主に趣味・娯楽・家庭（ゲーム、コミュニケーション、家計管理等）のために使っている（２０．３）

３．仕事のためと趣味・娯楽・家庭のためにほぼ同じくらい使っている（１５．３）

問４―７ ご家庭でお子様はパソコンをどの程度利用されていますか。（同居しているお子様がいらっ

しゃる場合のみお答えください）（あてはまるもの１つに○）

１．ほぼ毎日使っている（６．７） ２．たまに使っている（２８．１） ３．全く使っていない（１６．６）

８２郵政研究所月報 １９９９．１２
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問５ 経済状況について

世帯主の方や世帯全体の所得や支出について伺います。

問５―１ 昨年（平成１０年１月～１２月）一年間における世帯主の方の労働所得（税込み）、世帯全体の所

得総額（税込み）について教えてください。（具体的に記入）

「労働所得」 世帯主のみについて、毎月支給される本給、扶養手当、役付手当のほか、超過勤務

手当、出来高歩合金、賞与・その他の臨時収入などを含めた勤め先からの収入総額

を税込みで記入してください。

「所得総額」 世帯主も含めた世帯全体の所得の総額を税込みで記入してください。ここでいう所

得には労働所得に加えて、不動産の賃貸による収入、利子・配当なども全て含めて

下さい。

問５―２ 現在のお住まいの所有形態を教えてください。（あてはまるもの１つに○）

１．土地付き持ち家（３５．６） ２．借地持ち家（３．５） ３．持ち家のマンション・アパート（２７．４）

４．借家（３．０） ５．賃貸マンション・アパート（２１．２） ６．社宅・寮（８．９）

問５―３ 問５―２で回答頂いたお住まいの所在都道府県を教えてください。（具体的に記入）

（ 都・道・府・県）（埼玉県（１１．１）千葉県（１０．６）東京都（２６．３）神奈川県（１８．２）

京都府（２．６）大阪府（２０．２）兵庫県（８．６）奈良県（２．４））

問５―４ 最後に、昨年末（平成１０年１２月末）時点の世帯全体の金融資産・金融負債について教えてく

ださい。（具体的に記入）

「金融資産」 貯金、預金、掛け捨てを除く生命保険・損害保険・簡易保険、株式・株式投資信託

（時価）、債権（額面）、公社債投資信託（時価）、金投資口座、金貯蓄口座、社内

預金、その他の預貯金の総計。

「金融負債」 住宅ローン、住宅ローン以外の借入金、月賦・年賦の未払残高の総計。

億 千万 百万 十万 万

ア 昨年末時点の世帯全体の金融資産 万円

イ 昨年末時点の世帯全体の金融負債 万円

ア 平均９１３．３６ 標準誤差１３２８ 最小値０ 最大値１２０００

イ 平均９２５．５１ 標準誤差１４２８ 最小値０ 最大値１５０００

億 千万 百万 十万 万

ア 昨年一年間の世帯主のみの労働所得（税込み） 万円

イ 昨年一年間の世帯全体の所得総額（税込み） 万円

ア 平均７５５．７５ 標準偏差２８６ 最小値１７０ 最大値３０００

イ 平均７２８．３０ 標準偏差４２６ 最小値 ０ 最大値３０００
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